































































網 (K-NET, KiK-net) においても連続観測を行う
ことにより回線輻輳等のリスクを排除するとと
もに、リアルタイム性を確保することが強く望
まれます。
　一刻も早い情報発信が求められる緊急地震速
報においては、伝送遅延の短縮も非常に重要な
問題です。パケット時間長等のデータフォー
マットの見直しも含め、一層の伝送遅延の短縮
が望まれています。
　また、猶予時間の短い直下地震等への対応や
ジャストポイントでの情報取得には、現在の20
ないし25km間隔の観測網では十分とは言えま
せん。半導体センサー（MEMS）等を用いた安
価な地震計の開発は、観測網の間隔を大幅に狭
める可能性があり、開発と同時にその公共施設
や家庭への普及方法、利活用についても検討し
ていく必要があります。現在、このような方向
で研究開発を進めている民間企業もあります。
おわりに
　緊急地震速報は、一般への配信に至ったとは言
え、これからも様々な点で改良を加えていかな
ければなりません。防災科研は、今後もそうし
た課題にチャレンジしてゆきたいと考えています。
発信者・受信者が一体になった
利活用の更なる検討
　リアルタイム地震情報が震災の軽減に役立つ
ためには、情報の受け手（ユーザー）の立場に
立った情報の発信がなされることが不可欠で
す。これまでのライフラインやWeb による配
信とは異なり、ユーザーが即時に処理を行うこ
とができなければ意味がありません。ユーザー
は、個別の分野・用途により、猶予時間、必要
とするデータ・指標の種類、回線等の条件に大
きな差があり、また投入可能な予算も異なりま
す。その条件の違いを考慮して、利活用しやす
い情報発進のあり方をユーザーと共に検討して
いく必要があります。
リアルタイム地震動予測に関する
研究開発
　巨大地震においては、断層面の広がりを適切
に評価した地震動指標（震度値等）の評価が重
要です。そのために、迅速な地震規模（マグニ
チュード）や断層面形状等の把握に関する研究
開発が必要です。また、大規模構造物やエレベー
タ施設等が大きな影響を受ける長周期地震動に
関しても、長周期地震動をいかに予測するかと
いう観点からの研究開発が必要です。
　猶予時間の短い直下地震においては、震央距
離30km以内の地域では緊急地震速報が主要動
到達に間に合わないと言われています。そのた
め、データ伝送遅延の短縮、処理の高速化、現
地地震計の活用（併合処理）など、直下地震へ
の対応が求められています。
　また、震度をはじめとする各種強震動指標や
被害の推定精度の向上が望まれています。その
ためには、震度マグニチュード（詳しくは本紙
の堀内の記事を参照）や周期別マグニチュード、
